
職員研修事務の手引


○職員研修の区分
　　職員研修は、人事局が実施する「センター研修」、部局等で所属職員や必要に応じて全職員又は他部局職員に対して実施する「部局等研修」、各職場で実施する「職場研修」、職員が個人学習等を行う「自主研修」で構成されています。
研修の区分等
	区　　　分

	内　　　　　　　　　　容

	備　　　考


	センター研修

	全庁的に共通する基本的能力等を養成することを目的として実施する研修
①階層別研修

各階層に応じて求められる基本的な知識や能力の習得、役割認識のために実施する研修
②キャリア形成支援研修

キャリア全体を見据えた職員の育成と業務に必要となる個別のスキル向上を図る研修
	→（１）

	部局等研修
	部局長が、所属職員若しくは必要に応じて全職員又は他部局職員に対し、職務の遂行上必要となる能力を向上させることを目的として実施する研修
	→（２）

	職場研修
	上司（先輩）が部下（後輩）に対し、日常の職務を通じて計画的に職務遂行能力を向上させることを目的として実施する研修
	個別指導研修
小集団指導研修
所属研修　→（３）

	自主研修
	職員が自らの職務遂行能力の向上を図るため、自発的・自主的に学習する研修
	大学院修学支援制度→（４）

長期自主研修支援制度→（５）

短期自主研修制度　→（６）

自主学習グループ　→（７）


	


○手　続
以下、概要を記載しています。詳細については庁内ウェブの「福利厚生・研修」画面
http://webx.lan.pref.osaka.jp/Welfare/default.aspx　を参照してください。
（1） センター研修に関する事務手続き

　センター研修に関する事務手続きは、原則、総務事務システムのうちの人事給与福利厚生情報管理システム（以下「システム」という。）を利用して行います。システムは部局等研修においても利用することができます。
以下、システムにより行う事務手続きの流れについて記載しています。
1 実施研修の通知
実施される研修の情報は、システム上で確認することができます。また、指名研修については、対象職員はシステムの「お知らせ画面」でも確認することができます。
2 研修の申込方法

研修の申込をする場合は、原則、各職員が申込期間内に、システムの「研修申込・確認画面」で行い、次いで、所属長又は権限を委任された職員（以下「所属長等」という。）が承認期間内にシステムの「研修生の推薦画面」上で承認することとなっています。

ア　指名研修（研修対象者をあらかじめ人事局が指名する研修）
・通常手続きは不要です。
イ　申込・推薦研修（所属長等が受講希望する者を研修生候補者として推薦する研修）
・所属長等は、研修を受けるのに必要な能力、勤務成績等を総合的に考慮した上で、研修生候補者を推薦します。

申し込んだ研修に関する処理状況は、職員は「研修申込・確認画面」で、所属長等は「研修情報閲覧画面」で確認することができます。

3 研修生の決定通知等
人事局は、各所属からの推薦を取りまとめ、定員等を考慮した上、研修生の決定を行います。その結果（研修受講の決否等）については、職員は「研修申込・確認画面」やシステムの「お知らせ画面」で、所属長等は「研修情報閲覧画面」で確認することができます。

4 研修への参加
ア　出席への配慮
所属長は、あらかじめ業務面などについて調整し、職員が必ず研修に参加できるよう配慮してください。
イ　班等の変更

業務等の都合上、指定された班（日程）等を変更したい場合は、当該研修実施要領に記載の方法により調整の上、連絡してください。
ウ　配慮が必要な研修生の連絡

研修生の中に視聴覚障がい等のため研修受講にあたり配慮すべき研修生がいる場合は、所属長等は事前に当該研修実施要領に記載の問合せ先等に連絡してください。

5 欠席の届出
研修をやむなく欠席する場合は、研修生は事前にシステムにより欠席を届け出てください。（研修生が「欠席届入力・閲覧画面」に入力し、所属長等はシステムの「人給決裁」により処理することとなります。）

なお、直前で決裁が間に合わない場合等は、事前に電話等でその旨を当該研修実施要領に記載の問合せ先等に申し出た上、速やかにシステムにより欠席を届け出てください。
6 研修の修了

人事局は、研修が終わると修了基準（出席日数等）により修了者決定の手続きを行います。研修生及び所属長等は、その結果をシステムの「研修歴閲覧画面」上で確認できます。
（2） 部局等研修の計画及び実施状況の作成

部局長は、部局等研修について、毎年度、次年度の計画及び当該年度の実施状況を人事局長に報告しなければなりません。（人事局長は、上記の他、別に報告を求めることがあります。）

※詳細については、「職員研修事務処理要領」を参照してください。

（3） 職場研修の計画及び実施状況の作成

所属長は、職場研修のうち所属研修について、毎年度、次年度の計画及び当該年度の実施状況（予定を含む。）を部局長に報告しなければなりません。

部局長は、取りまとめの上、人事局長に報告しなければなりません。

※詳細については、「職員研修事務処理要領」を参照してください。

（4） 大学院修学支援制度

職員が自主的な能力開発の推進及び職務遂行能力の向上を図るとともに、高度な専門知識を習得しそれらを業務に還元することを目的に正規の勤務時間以外の時間に大学院における課程へ修学する場合に支援を行う制度です。
　「職員の大学院修学支援の実施に関する要綱」に基づき、その学費を補助します。 
1 対象となる職員
次の要件を満たす職員（非常勤職員等を除く。）
・入学年度の前年度末において採用後２以上の所属で勤務した経験を有することを原則とし、府における在職期間が４年以上であり、かつ、当該前年度末における年齢が47歳以下であること
・対象課程の受験資格を有すること
・対象課程において研究しようとする課題、研究の目的及び内容並びに修学による成果の府政への活用方法について、適切かつ明確な構想を有すること
・対象課程の修了後においても引き続き職員として勤務し、将来、管理職員として府政運営に携わる意思を有すること
2 対象課程
・修士課程、博士課程、専門職学位課程（通信教育による大学院の課程も対象）
3 支援期間
・通算２年以内（１人１回）

4 支援内容
・入学金、対象課程の第１年次、第２年次の授業料の全額を支援（上限額設定あり）

5 支援金の返還要件
・対象課程入学後６年以内に対象課程を修了しなかった
・対象課程修了後の在職期間が６年未満

等の場合、「職員の大学院修学支援の実施に関する要綱」に基づき支援金を返還していただく必要があります。

6 手続き等
・公募し、選考（書類・面接）により支援対象者を決定します。

※詳細については、「職員の大学院修学支援の実施に関する要綱」及び「職員の大学院修学支援の実施に関する要綱の運用について」を参照してください。

（5） 長期自主研修支援制度
職員が自らの資質の向上を図る目的で自主的に計画する長期の自主研修を支援する制度です。

1 対象とする研修
職員が、自主的に計画して、大学、大学院若しくはその他高度な専門的知識や技能の習得に資すると認められる学校又は研究所において、その職員の職務に関連があると認められる学術に関する事項の調査、研究又は指導に従事することを内容とするもので、研修期間が６月以上３年以内で連続する期間であり、勤務時間外に従事できないもの。

2 対象となる職員
次の要件を満たす職員（非常勤職員等を除く。）
・研修開始予定日の属する年度の前年度末において、職員としての在職期間が４年以上であること

・研修終了予定日の属する年度の末日において、満５６歳以下であること

・研修開始予定日以前の１０年間において、本制度の適用を受けていない者

・研修終了後も、引き続き職員として勤務する意思を有している者

・職員としての勤務成績が良好であり、かつ研修の実施に心身ともに耐え得る者
3 手続き等
・研修を開始する時期に応じた申出期限（下表のとおり）までに、所定の書類を添えて、所属長に事前に申し出ます。

	研修開始時期
	本人から所属長への申出期限

	４月以降
	前年12月末

	７月以降
	３月末

	10月以降
	６月末

	１月以降
	前年９月末


・所属長から部局総務課長を経て人事局長に進達されたのち、人事局長が公務の正常な運営を妨げる場合を除き、要件を満たしているかどうかを審査し、制度の適用の可否を決定します。
・上記の事前申出において適用可とされた場合、研修開始１か月前までに本申請を行い、休職処分を受けて研修を開始することとなります。
4 その他
・研修実施期間中は、「職員の分限に関する条例」第５条第１号に基づき、休職扱いとなります。
・その期間中は、いかなる給与も支給されません。

・また、研修実施後（職場復帰後）は、速やかに研修成果を報告し、研修成果の府政への反映に努めなければなりません。

※詳細については、「長期自主研修支援制度の実施に関する要綱」及び「長期自主研修支援制度の実施に関する要綱の運用について」を参照してください。

（6） 短期自主研修制度
職員が自主的に府政に関する課題について国内又は海外で短期間の調査研究を行うことにより、自らの見識及び自己啓発意欲の向上を図るとともに、調査研究の成果を通じ府政の発展に資することを目的として実施する自主研修を支援する制度です。
1 対象とする研修
本来の職務と密接な関連があり、かつ職務遂行能力の向上に資するもので、本府行政に有益と認められるもの。
ア　国内短期自主研修
府政の課題に関し、参考とすべき国内の先進事例等を実地に調査研究するもので、１週間以内（週休日、休日を含む）の期間のもの
イ　国外短期自主研修
府政の課題に関し、参考とすべき国外の先進事例等を実地に調査研究するもので、２週間以内（週休日、休日を含む）の期間のもの
2 対象となる職員
次の要件を満たす職員（非常勤職員等を除く。）
・職員としての勤務成績が良好であり、かつ、研修の目的を達成することができる能力を有すること

・研修開始予定日の属する年度の前年度末において、職員としての在職期間が４年以上であること

・研修終了予定日の属する年度の末日において、満５６歳以下であること
3 手続き
・研修開始予定日の属する年度の４月末までに、所定の書類（承認申請書、論文）を添えて、所属長に申請します。

・所属長から部局総務課長を経て人事局長に進達されたのち、人事局長は、短期自主研修審査会を開催し、論文審査及び面接審査の結果をもとに、研修を承認するかどうかを決定します。

・研修申請が承認された場合、研修開始２週間前までに、所定の書類を所属長に提出し、職務専念義務の免除を受けて研修を実施します。
4 その他
・研修実施期間中は、「職務に専念する義務の特例に関する規則」第２条第１２号に基づき、職務に専念する義務が免除されます。

・研修実施に伴う旅費等の経費はすべて自己負担とします。

・研修実施後は、速やかに研修成果を報告し、研修成果の府政への反映に努めなければなりません。

※詳細については、「短期自主研修の実施に関する要綱」及び「短期自主研修の実施に関する要綱の運用について」を参照してください。

（7） 自主学習グループ
同じ目的や課題をもつ職員同士で学習活動を展開している自主学習グループを支援します。
1 自主学習グループの承認
・構成員が本府職員であり、５名以上で構成され、３か月以上の活動期間が必要。

・学習内容は、職務に関する知識・技能の習得及び向上又は行政課題の研究等で府政の推進に資することが必要。
　
2 支援内容
・研修室の時間外利用
　　平日（月～金曜日）            １８:００～２１:００
　　休日（年末年始・祝日を除く。）   ９:００～１７:００ （１グループ半日単位）
・研修教材・機材の貸出
　　ビデオテープ、ビデオ機器等

・庁内ウェブページで活動状況などの情報提供
3 その他
・自主学習グループの活動状況等についての報告届が必要です。
・承認を受けた内容に反して研修室を使用したときは、以後の使用を認めない場合があります。
・その他、不正があったときは、承認を取り消す場合があります。

※詳細については、「職員研修事務処理要領」を参照してください。
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PAGE  

